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 入札の辞退 入札参加者は、入札書を提出
するまでは、いつでも入札を辞退することが
できる。予定価格の制限の範囲内の価格を
もって入札をした者がいないときに再度の入
札を行う場合も同様とする。また、入札を辞
退した者は、辞退を理由として以後の指名等
において不利益を受けることはない。
 契約書作成の要否 別添契約書案により、
契約書を作成するものとする。
 総合評価の方法 価格及び技術等に係る総
合評価は、入札者の入札価格点に当該入札者
の申込みに係る技術等の各評価項目の得点の
合計を加えて得た数値をもって行う。
 落札者の決定方法 予定価格の制限の範囲
内であり、入札説明書等で指定する要求要件
のうち必須とされた項目の最低限の要求を全
て満足している入札者の中から、価格と価格
以外の要素を総合的に評価して得られる数値
の最も高い者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 競争参加資格の認定を受けていない者の参
加 ２に掲げる競争参加資格の認定を受け
ていない者も３により入札参加申込書を提
出することができるが、競争に参加するため
には、開札の時において、当該資格の認定を
受け、かつ、競争参加資格の確認を受けてい
なければならない。２に掲げる競争参加資
格の認定に係る申請は、令和４年３月31日付
け号外政府調達第59号の官報の競争参加者の
資格に関する公示の別表に掲げる申請受付窓
口において随時受け付けている。
 関連情報を入手するための照会窓口 ３
に同じ。
 その他の詳細は入札説明書による。
 契約に係る情報提供の協力依頼 次のいず
れにも該当する契約先は、当機構から当該契
約先への再就職の状況、当機構との間の取引
等の状況について情報を公開することとなり
ますので、御理解と御協力をお願いします。
なお、詳細については、入札説明書を参照し
て下さい。
ア 当機構において役員を経験した者（役員
経験者）が再就職していること又は課長相
当職以上の職を経験した者（課長相当職以
上経験者）が役員、顧問等として再就職し
ていること。
イ 当機構との間の取引高が、総売上高又は
事業収入の３分の１以上を占めているこ
と。

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
令和４年 10 月７日
国立大学法人北海道大学総長 寳金 清博

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 01
１ 調達内容
 品目分類番号 24
 購入等件名及び数量 超高感度多機能蛍光
分光光度計 一式
 調達件名の特質等 入札説明書による。
 納入期限 令和５年３月31日
 納入場所 北海道大学化学反応創成研究拠
点
 入札方法 落札決定に当たっては、入札書
に記載された金額に当該金額の10パーセント
に相当する額を加算した金額（当該金額に１
円未満の端数があるときは、その端数金額を
切り捨てるものとする。）をもって落札価格と
するので、入札者は、消費税及び地方消費税
に係る課税事業者であるか免税事業者である
かを問わず、見積もった契約金額の110分の
100に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 競争参加資格
 国の競争参加資格（全省庁統一資格）又は
北海道大学の競争参加資格のいずれかにおい
て令和４年度に北海道地域の「物品の販売」
のＡ、Ｂ、Ｃ又はＤ等級に格付けされている
者であること。なお、当該競争参加資格につ
いては、令和４年３月31日付け号外政府調達
第59号の官報の競争参加者の資格に関する公
示の別表に掲げる申請受付窓口又は北海道大
学財務部調達課において随時受け付けてい
る。
 購入物品に係る迅速なアフターサービス・
メンテナンスの体制が整備されていることを
証明した者であること。
 本公告に示した物品を総長が指定する日
時、場所に十分に納入することができること
を証明した者であること。
 総長から取引停止の措置を受けている期間
中の者でないこと。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合せ先
〒0600808 札幌市北区北８条西５丁目
北海道大学財務部調達課係長（物品契約担当）
上岡 潤次 電話0117064552

 入札説明書の交付方法 本公告の日から上
記３の交付場所にて交付する。
 入札書の受領期限 令和４年11月30日17時
00分
 開札の日時及び場所 令和４年12月28日14
時30分 北海道大学事務局入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、封印した入札書に本公
告に示した物品を納入できることを証明する
書類を添付して入札書の受領期限までに提出
しなければならない。入札者は、開札日の前
日までの間において、総長から当該書類に関
し説明を求められた場合は、それに応じなけ
ればならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札説明書による。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると総長が判断した入札者であっ
て、国立大学法人北海道大学契約規程第８条
の規定に基づいて作成された予定価格の制限
の範囲内で最低価格をもって有効な入札を
行った入札者を落札者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他詳細は、入札説明書による。なお、
入札説明書等で当該調達に関する環境上の条
件を定めた調達であると示されている場合
は、十分理解した上で応札すること。

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : HOUKIN Kiyohiro, Pre‑

sident, The National University Corpora‑

tion Hokkaido University

 Classification of the products to be pro‑

cured : 24

５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : TERADA Yoshimichi

Vice‑President of Japan Railway Construc‑

tion, Transport and Technology Agency

(hereinafter called JRTT)

 Classification of the services to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the services to be

procured : Development of construction

budget management system, 1 set

 Delivery period : 30 June, 2025

 Delivery place : Depend on the tender do‑

cument

 Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article4 and Article5

of the regulation concerning the contract

for JRTT,

 have been qualified as possessing the

qualification of provision of services by

single qualification for every ministry

and agency in the fiscal year 2022, 2023

and 2024 (The Grade and Area does not

matter.).

 not have been suspended from designa‑

tion by JRTT or country

 not be the business operators that a

Gangster influences management sub‑

stantially or the person who has exclu‑

sion request from JRTT is continuing

state concerned

 other requirements : refer to the tender

documentation.

 Time‑limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for qua‑

lification : 16 : 00 17 November, 2022

 Time‑limit for tender : 16 : 00 6 Decem‑

ber, 2022

 Contact point for the notice : Accounting

Division, Finance and Fund Planning De‑

partment, JRTT, 6501 Honcho, Naka‑
Ku, Yokohama‑city, Kanagawa, 2318315
Japan, TEL 0452229049
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